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51  公的年金制度

[公的年金制度の仕組み]

昭和60年の制度改正により,全国民共通の基礎年金が導入され,厚生年金及び各共済年金はそれに上乗せして報酬比例の年金
を支給する二階建ての年金制度が確立した。平成3年度からは,自営業者についても,国民年金基金制度の創設により上乗せし
た年金が導入される。

公的年金制度一覧

年金制度の体系図
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52  公的年金の現況

[被保険者数]

平成元年度末における公的年金制度の加入者数は,厚生年金,国民年金,共済組合をあわせて6,568万人であ
り,昭和63年度末に比べ75万人の増加である。

[受給権者数の増加]

制度別の受給権者数も,平成元年度末で国民年金(旧法)が924万人,基礎年金で181万人,厚生年金で992万人
と増加している。特に,老齢基礎年金,老齢厚生年金が着実に増加しており,受給権者全体に占める割合も高
くなっている。

[年金総額]

年金総額は,平成元年度末で,国民年金が4兆970億円,厚生年金で10兆2,250億円であり,どちらの制度におい
ても老齢年金総額の占める割合が高くなってきている。

[保険料率］

厚生年金においては,給付水準・受給権者数の増加に対応し上昇して平成3年1月から14.5%(一般男子)と
することとなった。

保険料率の年次推移

公的年金加入者数の年次推移
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受給権者数の年次推移

年金総額の年次推移
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[先進諸国と同レベルの給付水準]

我が国の厚生年金にあたる年金の給付レベルを比較すると,下表のように他の先進諸国と同水準か,やや上回る水準となってい
る。また,(老齢年金/平均賃金)でみても,同様に遜色ない水準である。

一方,負担面を比較すると,我が国の保険料率(11.0%,総報酬換算)は,ドイツ(18.7%)やイギリス(7～19.45%),アメリカ(12.40%)に
比べかなり下回っている。

年金額等の国際比較
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54  企業年金

[役割高まる企業年金]

企業年金は,公的年金が老後生活の基本的な部分を保障するのに加えて,老後の多様なニーズにこたえ,より
豊かな老後生活を送るための手段として,その役割がますます高まってきている。

[各企業年金の概要]

厚生年金基金・・・・・・・・・ ・厚生大臣の認可を受けて設立される特別の法人

・厚生年金の給付の一部を代行,加えて基金独自の終身にわたる上乗せ給付

・加入者数(903万人)

適格退職年金・・・・・・・・・ ・実施主体は企業

・税制上の一定条件に該当するものとして国税庁長官の承認を得た企業年金について,年金の掛金・
積立金に税制上の措置を講ずる制度 

・加入者数(904万人)

石炭鉱業年金基金・・・ ・炭鉱で働く人のための上積み年金

・厚生年金とは全く独立,老齢厚生年金の上乗せ給付

・加入者数(1万人)

[厚生年金基金の仕組み]

厚生年金基金の加入員は,基金が代行している老齢年金給付に相当する保険料を政府に納めないで,その保
険料を含む掛金を基金に払い込むことになる。基金は,将来支払うこととなる老齢年金給付をあらかじめ
見込み,毎年度納入する掛金が将来にわたり一定で済むように掛金を積み立て,財政運営を行っている。

厚生年金基金の仕組み

厚生白書（平成２年版）



厚生年金基金の基金数,加入員数,積立金の推移
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[社会保険オンラインシステム]

社会保険庁では,社会保険の事務処理を迅速かつ適確に行うため,全国295か所の社会保険事務所と社会保
険庁をオンラインで結ぶ社会保険オンラインシステムを稼働させている。

これにより,社会保険事務所で受け付けた各種届け出の即時処理,被保険者等からの照会に対する即時対応,
年金裁定期間の大幅短縮化が可能となっている。

[年金の給付]

年金は,受給権者の請求に基づいて,社会保険事務所及び社会保険庁で,被保険者であった期間等を調査・確
認し,年金額等の決定を行った(裁定)後,支払われる。

社会保険の事務処理システム

厚生白書（平成２年版）
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56  年金積立金の運用

公的年金制度においては,後の世代の保険料負担の急激な増大を緩和するため年金保険料の積み立てが行
われており,平成2年度末の厚生年金保険・国民年金の積立金総額は約80兆円に達するものと見込まれ
る。

厚生年金保険,国民年金の積立金の累積状況の年次推移

[還元融資事業]

厚生年金保険及び国民年金保険の積立金はすべて国の資金運用部に預託され,財政投融資の原資として運
用される。

また,その一部は,還元融資として住宅資金貸付や,大規模年金保養基地の整備等,被保険者等の福祉向上に
役立つ事業に充てられている。

[積立金の運営事業]

上記還元融資事業の将来にわたっての安定した資金の確保を図るため,まず昭和61年度から還元融資事業
の一部を運用し,これにより積み立てられた積立金の管理を行う資金確保事業が始まった。

さらに,昭和62年度からは,年金福祉事業団が,資金運用部の預託金の一部を民間運用機関を用いて運用し,
これにより生じた収益を国庫に納付することにより年金運用を行う年金財源強化事業が開始された。

還元融資の使途

厚生白書（平成２年版）



年金財源強化事業仕組み

資金運用事業各年度別運用額の推移

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（平成２年版）



  

第2編  
第1部  
Ⅷ  年金保障
57  国民年金墓金

[趣旨]

自営業者がゆとりある老後生活を送れるよう,自営業者の公的な所得保障である基礎年金の上乗せ年金と
して国民年金基金を創設した。

[国民年金基金の種類]

1) 地域型基金

・同じ都道府県に住所を有する者で組織し,都道府県につき1つ設立される。

・加入員1,000人以上が設立の条件である。

2) 職能型基金

・同種の事業又は業務に従事する者で組織し,全国を通じて1つ設立される。

・加入員3,000人以上が設立の条件である。

3) 国民年金基金連合会

・途中で基金を脱退した者に対する給付事業などを行う。

[加入員]

国民年金の第一号被保険者が基金の加入資格を有する。ただし,国民年金の保険料の納付を免除されてい
る者と農業者年金基金の加入者は加入できない。

[地域型基金の給付と掛金]

1) 給付は,基本給付,ボーナス給付及び各基金独自の給付で構成する。

2) 掛金は月額68,000円を上限とする。ただし,国民年金の保険料追納者と中高齢で基金に加入した者につ
いては,特例として,一定の期間掛金の上限を102,000円とする。

[税制上の措置]

1) 掛金は全額社会保険料控除の対象となる。

2) 基金から支給される給付は公的年金等控除の対象となる。

国民年金基金の年金給付は,口数制になっており,加入する者が各々の生活設計に応じて年金額と給付の型
を選択することになっている。

厚生白書（平成２年版）



・1口目・・・基本給付は,年金月額3万円(加入時の年齢が46歳以上の者は年齢により年金額が異な
る)。

・2口目以降(1口目の上にさらに上乗せして給付を受けることを希望する者が加入する給付)・・・
基本給付は,年金月額1万円(加入時の年齢が55歳以上の者は年齢により年金額が異なる)。 

・年1回ボーナス給付が行われる年金給付の型もある。

・各基金独自の給付が加わることが予定されている。

国民年金基金の仕組み

基金の年金給付
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